
令和元年度　施策評価シート

66,111

30年度に就職者数が減に転じたのは、「求職者を就職させる」ではなく「求職者を区内事業
者の就職へと導く」に一部事業の方向性を変更したことによる。今後、より強力に区内事業
者の雇用の促進を促す取り組みが必要である。

H30 61,721

３ 施策の評価及び判断理由

指　標　名

416 420

基準年(H28) H29 H30 R1
392 396 400

294

区の雇用推進・就労支援事業による年間就職決定者数

基本目標

政策 310 新しい価値を創造し、産業の進化・発展を図る

R2 R3 R4 R5 R6 R7H30 R1H29

指　標　名 「仕事をすることで充実した生活が送れる」区民の割合

新しい事業が起き、人が集まる「すみだ」をつくるⅢ

基準年(H28)

施策 331 誰もが能力を発揮できるよう就労支援を展開する

施策の目標
　就労に向けたさまざまな支援策が整っており、区民が個々の能力を発揮しなが
ら輝きをもって働いています。

１ 基本計画における成果指標の状況

実績

- -

75.4 75.2 75.9 80.076.6 79.4

-

77.3 78.074.7

-

78.7目標

実績

２ 目標と現状(実績)についての分析及び総事業費推移

指標の推移・施策の課題や問題点について記述

306 269

R2 R3 R4 R5 R6 R7
目標 - 388 404 408 412

H28

総事業費推移（千円）

区だからこそできる雇用促進支援策の検討・実施

国や都、民間就職支援事業者が実施する事業を区も実施する必要性は低いため。

４　今後の施策の運営方針

【今後の具体的な方針】

施策の戦略的方向性

(１)　優先的に資源投入を図る。

(２)　現状維持とする。

(３)　現状維持だが、より効率的な運営を図る。

(４)　資源投入の縮小を図る。

評価結果

H29

【上記の判断理由】

○

評価

Ｃ

理由

30年度の結果を踏まえた事業の効率化が必要であると判断できるため。

63,885



評価対象年度

目的に対する指標

4

3

5

182
1,969

就職支援コーナーすみだ運
営経費

3,066
185

20

雇用促進・就労支援事業
（すみだ人材・発掘就労支
援プログラム事業）

13,597 4,922
現状維持

平成３０年度

6

1

年度目標値

年度実績値

2

５　この施策に係る事務事業（重要度・貢献度順）                     

直近の評価内容

評価結果
歳　出
決算額
（千円）

事務事業名番号
人コスト
（千円）

歳　出
総　額
（千円）

施策への関連性

18,519
32

543,541

改善・見直し

平成３０年度

雇用・就労支援サイト「ジョ
ブすみだ」運営事業

1,035 984
393,550

2,019

5,035
現状維持

平成３０年度

71

53
1,969 11,679

雇用促進・就労支援事業
（就職・仕事カウンセリング
ルーム運営事業）

9,710
現状維持

平成３０年度

3,700

3,311

勤労者福祉サービスセン
ター事業

34,280 3,937 38,217
改善・見直し

平成３０年度

現状維持家内労働者労災保険特別
加入促進補助金

33 984
24

18
1,017

平成３０年度



平成３1年度　事務事業評価シート

施 策 331

事 業 名

根拠法令

関連計画

実施基準 実施方法 全部委託

事業内容

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

8,894 9,928 13,602 15,989

8,863 8,894 9,927 13,597 13,066

8,863 8,994 9,927 13,597 13,066

0 0 -100 0 0 0

#DIV/0! #DIV/0! 100.0% 100.0% 100.0% 81.7%

節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

委託料 8,894 委託料 業務委託 9,927 委託料 業務委託 15,989

目 的

若者と女性を区内企業への就職へと結び付けるとともに、区内企業の従業員（若者や女
性）が自社の魅力を発信すること等により、新たな求職者の雇用につなげるといった、一
連のサイクルに沿った雇用・就労支援を展開し、区内企業の多様な人材の雇用を加速さ
せる。

人員体制・委託先 委託先：(株)ＨＲＰ

主管課・係（担当）

経営支援課経営支援担当

03-5608-6185

対 象 者 区内事業者
３９歳以下の求職者(若年者・学生・就職後に転職等を考えている区民等)、子育て世代等の女性

国

都

その他

財 源

業務委託

概要

予算・決算の内訳（単位：千円）

平成３０年度（決算） 平成３１年度（予算）

執行率（％）

一般財源

平成２９年度（決算）

誰もが能力を発揮できるよう就労支援を展開する 部内優先順位

雇用促進・就労支援事業（すみだ人材・発掘就労支援プログラム事業） 1

平成27年8月1日　「すみだ若者人材発掘・就労サポート事業」を開始。
平成30年5月　事業名を「すみだ人材発掘・就労支援プログラム事業」に変更。対象者を「39歳以下」のみから、「子育
て世代等の女性」まで拡大。

特になし。

・事業者向けの採用力アップセミナー、求職者向けの就職活動支援セミナーを実施する。
・合同企業説明会や学内企業説明会を実施する。
・区内事業者の魅力を発信する冊子(女性向け)の作成を行う。

開始年度 平成22年度 終了予定

該当事案なし

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
当事業は都補助金「地域人材確保・育成支援事業（補助率10／10）」を活用している。

予算・決算額推移（千円）

予算現額（事業費）

経 過

区独自基準

決算額（31年度は見込み）



指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標 178 185 190 195

実績 178 206 210

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 200 205 210 215 220 230

実績

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標 26 29 32 35

実績 26 45 20

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 37 40 43 45 47 50

実績

事 業 の

成 果

区内事業者への就職件数を増加させることが、区内事業者の人材不足の解消を促すため。

課題・問題点

国や都においても雇用促進・就労支援は実施されている中で、区として実施していくべき取り組みをみいだし、実践し
ていく必要がある。

手 段 に

対する指標

( 活動指標 )

参加者数

指標の選定理由及び目標値の理由

求職者に区内事業者への興味を抱かせることが、求職者の区内事業者への就職を促すため。

目 的 に

対する指標

( 成果指標 )

就職者数

指標の選定理由及び目標値の理由

平成30年度に事業の再構築を行った。その結果を基に区内事業者の雇用を促
すために必要な手法を講じていく。

評価結果

現状維持

評価についての説明・今後の方向性等

37230

50 37



施 策 331

事 業 名

根拠法令

関連計画

実施基準 実施方法 一部委託

事業内容

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度

1,209 1,217 1,218 1,667 1,459 1,258

1,181 1,184 1,164 1,328 1,035 1,007

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,181 1,184 1,164 1,328 1,035 1,007

97.7% 97.3% 95.6% 79.7% 70.9% 80.0%

節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

需用費 93 需用費 消耗品等 27 需用費 消耗品等 27

役務費 26 役務費 郵送料等 3 役務費 郵送料等 7

委託料 1,209 委託料 システム運営委託 1005 委託料 システム運営委託 803

目 的 区内及び近隣地域の事業者が人材を確保でき、就職を希望する区民が個々の能力や
適性に応じた就労ができている

人員体制・委託先 常勤1、委託先：(株)エスタ

主管課・係（担当）

経営支援課経営支援担当

03-5608-6185

対 象 者 区内及び近隣地域の事業者
就職を希望する区民

決算額（令和元年度は見込み）

国

都

その他

財 源

チラシの印刷等

誰もが能力を発揮できるよう就労支援を展開する 部内優先順位

雇用・就労支援サイト「ジョブすみだ」運営事業 2

・ハローワーク求人検索端末のシステム変更に伴う対応
　区では、ハローワーク墨田と連携し、近隣地域の求人情報をハローワークの端末から区が設置する端末へ
　ダウンロードし、求人検索サービスを実施してきた。しかし、平成22年度にハローワークのシステム更新が
　全国的に行われることとなり、データのダウンロードが不可となったため、新たな求人検索サービスを
　構築する必要があった。
・内職あっせんの終了
　区では、区民へ内職のあっせんを実施してきたが、求職者と事業者のミスマッチが発生していた。
　サイト導入により、求職者が直接求人情報にアクセスし、事業者へ問合せが可能となった。
平成22年６月：本格運用開始
平成29年10月：スマートフォン対応
平成30年10月：サイトリニューアル

墨田区雇用及び就労支援ウェブサイト運営要綱

・雇用及び就労に関するウェブサイト「ジョブすみだ」の運営。
・サイトの維持・管理を業者へ委託している。
・区内及び近隣地域の事業者は、アカウント登録をした上で、求人情報や内職情報を
　サイトに掲載することができる。登録料は無料。
・求職者は、サイトで求人情報を検索・閲覧できる。個人情報等の登録は不要。

開始年度 平成22年度

郵送料等

システム運営委託

概要

予算・決算の内訳（単位：千円）

平成３０年度（決算） 令和元年度（予算）

経 過

区独自基準

終了予定 未定

該当事案なし

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）

該当事案なし

予算・決算額推移（千円）

予算現額（事業費）

執行率（％）

一般財源

平成２９年度（決算）



指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 68 70 72 75

実績 68 37 23

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 77 80 85 90 95 100

実績

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 393,304 393,500 393,550 393,600

実績 393,304 415,187 543,541

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 393,650 393,700 393,750 393,800 393,900 400,000

実績

事業者は時間・場所に限定されずに求人募集が可能であり、求職者は個人情
報を登録することなく求人情報の閲覧が可能であるため、有効性が高い。
今後は、求職者を区内中小企業への就職へと誘引する仕掛けの構築が必要
である。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

事 業 の

成 果

サイトのアクセス件数が増加することで、事業者と求職者の活動が活発に行われているため。また、互いの活動が活
発であれば、より多くのマッチングが行われ、雇用と就労の安定化につながっていくと考えられる。

課題・問題点

類似する民間サービスとの違いが明確でなく、区が実施する必要性をについて検討の余地がある。
事業者が求人情報を掲載するだけでなく、自社の魅力を発信し、求職者を区内事業者へ誘引できるサイトに改善して
いく必要がある。

手 段 に

対する指標

( 活動指標 )

新規事業者登録件数

100 37

指標の選定理由及び目標値の理由

改善・見直しのうえ継続

新規事業者登録件数が増加することで掲載求人件数も増加し、より多くの事業者と求職者とのマッチングの機会をつ
くることが可能となるため。

目 的 に

対する指標

( 成果指標 )

利用件数（アクセス件数）

400,000 37

指標の選定理由及び目標値の理由



施 策 331

事 業 名

根拠法令

関連計画

実施基準 実施方法 一部委託

事業内容

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度

3,342 3,370 3,374 3,190 3,222 3,204

3,293 3,288 2,959 3,152 3,066 2,564

0 0 0 0 0 0

2,798 2,798 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

495 490 2,959 3,152 3,066 2,564

98.5% 97.6% 87.7% 98.8% 95.2% 80.0%

節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

報酬 2,603 報酬 相談員（非常勤） 2,616 報酬 相談員（非常勤） 2,618

需用費 268 需用費 消耗品等 168 需用費 消耗品等 270

役務費 65 役務費 インターネット接続料 65 役務費 インターネット接続料 66

使用料及び賃借料 218 使用料及び賃借料 PCの借上げ 218 使用料及び賃借料 PCの借上げ 249

経 過

区独自基準

執行率（％）

一般財源

PCの借上げ

平成２９年度（決算）

誰もが能力を発揮できるよう就労支援を展開する 部内優先順位

就職支援コーナーすみだ運営経費 3

予算・決算額推移（千円）

該当事案なし

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
雇用と福祉の一体的運営の観点から、ハローワーク墨田の就職支援ナビゲーターと、生活福祉課で月２回程度、調
整会議を実施している。

予算現額（事業費）

決算額（令和元年度は見込み）

・墨田公共職業安定所（以下、「ハローワーク墨田」という。）と一体となり、就職に関する相談窓口を庁舎１階に設置
し、運営する。
・窓口には、ハローワーク墨田が提供する求人検索機を設置し、求人検索が可能
・専門相談員による職業紹介及び就職相談を実施
・「アクション・プランに基づき墨田区と東京労働局及び墨田区公共職業安定所が雇用と福祉の一体的就労支援事業
を実施するための協定」に基づき、生活福祉課とも連携し、生活困窮者を対象とした、個別相談を実施する。

開始年度 平成16年度 終了予定 未定

国

都

その他

財 源

相談員（非常勤）

消耗品等

経営支援課経営支援担当

03-5608-6185

対 象 者 就職を希望する区民

インターネット接続料

概要

予算・決算の内訳（単位：千円）

平成３０年度（決算） 令和元年度（予算）

目 的 就職を希望する区民が、個々の能力や適性に応じた就労ができている

人員体制・委託先 常勤1、非常勤1、協力：ハローワーク墨田

主管課・係（担当）

平成16年4月：ハローワーク墨田との連携により「墨田区との連携による職業紹介業務運営要領」を策定、「すみだ求
職相談コーナー」を開設
平成19年1月：コーナーを現在の場所へ移設、名称を「すみだ就職相談室・求人情報コーナー」に改称
平成21年4月：生活経済課消費者・勤労福祉担当で行っていた内職あっせん業務を、すみだ就職相談室求人情報コー
ナーに移管
平成22年6月：雇用・就労支援サイト「ジョブすみだ」開設、内職あっせん事業を廃止
平成23年度：墨田区・厚生労働省東京労働局・ハローワーク墨田の三者による協定を締結。
　・ハローワーク墨田と一体となり、雇用と福祉の一体的運営を目的とした「すみだ就職相談室・就職支援コーナーす
みだ」を開設
　・全国ハローワークと同じ求人検索端末、紹介状などが発行できるシステム端末を設置
平成25年度：生活保護受給者等就労自立促進事業の創設

墨田区求職相談実施要綱
アクション・プランに基づき墨田区と東京労働局及び墨田区公共職業安定所が雇用と福祉の一体的就労支援事業を
実施するための協定



指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 981 1000 1020 1040

実績 981 850 832

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 1060 1080 1100 1120 1140 1160

実績

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 167 175 185 195

実績 167 164 182

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 205 215 225 230 235 240

実績

課題・問題点

ハローワーク墨田、東京労働局、区の三者協定に基づく事業であり、一定の効果を上げているが、連携体制において
は改善の必要がある。

手 段 に

対する指標

( 活動指標 )

求人紹介件数

1160 37

指標の選定理由及び目標値の理由

240 37

指標の選定理由及び目標値の理由

求人紹介件数が増加することで、就職件数が増加し、雇用・就労の促進を図ることが可能となるため

目 的 に

対する指標

( 成果指標 )

就職件数

ハローワークの求人情報検索システムが、庁舎１階のコーナーに設置されてい
ることは、区民にとって利便性が高く、就職支援として効果的かつ効率的であ
る。
今後は、周知等に力を入れ、利用者の増加を目指す。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

事 業 の

成 果

就職件数が増加することで、雇用・就労の促進を図ることが可能となるため

現状維持



施 策 331

事 業 名

根拠法令

関連計画

実施基準 実施方法 全部委託

事業内容

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度

14,309 14,309 14,147 14,520 9,710 8,840

14,301 14,309 14,142 14,514 9,710 8,840

14,301 14,309 14,142 14,514 9,710 8,840

99.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

委託料 14,514 委託料 業務委託 9710 委託料 業務委託 8,840

目 的

人員体制・委託先

主管課・係（担当）

経営支援課経営支援担当

03－5608－6185

対 象 者

不安や悩みなど抱えた求職者を支援することで、就職・再就職へと促す。、

３９歳以下の求職者(若年者・学生・就職後に転職等を考えている区民等)、子育て世代等の女性、求職者の保護者

特になし。

誰もが能力を発揮できるよう就労支援を展開する 部内優先順位

雇用促進・就労支援事業（就職・仕事カウンセリングルーム運営事業） 4

平成18年5月18日　庁舎14階に「若者就職サポートコーナー」開設（株式会社日本マンパワーに委託）
平成24年4月1日　予算額大幅増額（500万円増）、事業者選定（プロポーザル）の結果、株式会社ＨＲＰに委託、名称を
「若者サポートコーナー」に改称
平成30年4月1日　セミナーや見学会等のイベントを人材発掘・就労支援プログラム事業に統合し、本事業では「就職・
仕事カウンセリングルーム」運営のみを実施。対象者を「３９歳以下」のみから、「子育て世代等の女性」まで拡大。それ
にともない、コーナーにキッズスペースを設置。

・専門の資格と経験を持つキャリアカウンセラーが支援対象者に、就職活動の進め方から仕事選び、適性診断、応募
書類の添　削や面接指導等、様々な相談に対応し、就職に結びつけるためのカウンセリングを行うほか、就職後の定
着へ向けたフォローアップを行う。(個別カウンセリング)
・専門の資格と経験を持つ臨床心理士が「心の問題」で就職活動をしない（できない）支援対象者に対し、就職に向け
た心理カウンセリング及び就職後定着へのフォローアップを行う。(臨床心理士の相談)

開始年度 終了予定

区独自基準

経 過

業務委託

概要

予算・決算の内訳（単位：千円）

平成３０年度（決算） 令和元年度（予算）

該当事案なし

決算額（令和元年度は見込み）

委託先：(株)ＨＲＰ

平成18年度

予算・決算額推移（千円）

予算現額（事業費）

国

都

その他

財 源

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
特になし。

平成２９年度（決算）

執行率（％）

一般財源



指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 505 510 515 520

実績 501 547 570

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 525 530 535 540 545 550

実績

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 65 68 71 74

実績 64 72 53

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 77 80 83 86 89 92

実績

支援対象者に当カウンセリングルームの存在が知られていないことが想定される。より効果的なPR手法を検討し実践する。

手 段 に

対する指標

( 活動指標 )

550

当カウンセリングルームは区内外からの求職者の利用がある、当カウンセリン
グルームから就職・再就職者を輩出していくことは、区内企業の人材不足の解
消につながるものと判断できるため、事業を継続していく必要がある。

評価結果

課題・問題点

評価についての説明・今後の方向性等

事 業 の

成 果

現状維持

利用者数

利用者の増加は、就職・再就職者の増加へとつながるため。

就職者数

37

指標の選定理由及び目標値の理由

目 的 に

対する指標

( 成果指標 )

92 37

指標の選定理由及び目標値の理由

就職件数の増加は、区内事業者の人材不足の解消へとつながるため。



施 策 331

事 業 名

根拠法令

関連計画

実施基準 実施方法 直営

事業内容

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度

37,395 37,425 35,425 35,415 35,913 36,003

34,807 35,626 33,997 34,917 34,280 36,003

34,807 35,626 33,997 34,917 34,280 36,003

93.1% 95.2% 96.0% 98.6% 95.5% 100.0%

節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

負担金補助及び交付金 34,917 負担金補助及び交付金 センターへの補助金 34,280 負担金補助及び交付金 センターへの補助金 36,003

経 過

区独自基準

執行率（％）

一般財源

平成２９年度（決算）

誰もが能力を発揮できるよう就労支援を展開する 部内優先順位

勤労者福祉サービスセンター事業 5

予算・決算額推移（千円）

［平成24年予特］　墨田区勤労者福祉サービスセンターの今後のあり方（民間委託、広域化、廃止等）について

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
［港区］　直営（民間委託）
［豊島・北・荒川・杉並区］　広域連携（一般財団法人東京広域勤労者サービスセンター）
［江戸川区　］勤労者福祉サービスセンター未設置

予算現額（事業費）

決算額（令和元年度は見込み）

●墨田区勤労者福祉サービスセンターへ運営費等の一部を補助することにより、同サービスセンターが以下の事業を
実施する。
・生活安定事業
・健康維持増進事業
・老後生活安定事業
・自己啓発・余暇活動事業
・財産形成事業

開始年度 昭和63年度 終了予定

国

都

その他

財 源

センターへの補助金

経営支援課経営支援担当

03-5608-6184

対 象 者 区内中小企業勤労者

概要

予算・決算の内訳（単位：千円）

平成３０年度（決算） 令和元年度（予算）

目 的
公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンターの充実を図ることにより、区内中小企
業勤労者の福利厚生の向上と区内中小企業の人材の確保・定着をもって地域産業の活
性化に寄与することを目的とする。

人員体制・委託先 常勤3

主管課・係（担当）

［昭和61年度］　中小企業勤労者福利厚生実態調査
［昭和62年度］　勤労者共済制度検討委員会　第1回開催（6月）
　　　　　　　　　　「勤労者共済制度について」報告（3月）
［昭和63年度］　「墨田区勤労者共済会（フレンズすみだ）」発足（10月1日）
［平成14年度］　社団法人化：「社団法人墨田区勤労者サービスセンター」設立 （9月）
［平成25年度］　公益社団法人化：「公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンター」設立（4月）

公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンター補助金交付要綱



指　標 単　位 所

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 880 880 880 880

実績 846 816 795

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 930 930 930 980 980 980

実績

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 3,700 3,700 3,700 3,800

実績 3,375 3,349 3,311

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 3,800 3,800 3,900 3,900 3,900 4,000

実績

課題・問題点

区内の中小企業事業所数や業種の変化、勤労者の生活スタイルやニーズの多種多様化など、社会を取り巻く環境が
大きく変化してきていることから、勤労者福祉事業を抜本的に見直す。

手 段 に

対する指標

( 活動指標 )

加入事業所数

980 令和7年度

指標の選定理由及び目標値の理由

4,000 令和7年度

指標の選定理由及び目標値の理由

勤労者への福利厚生サービスの提供は、その勤労者が所属する事業所の加入が必要であるため。

目 的 に

対する指標

( 成果指標 )

会員数

対象の中小企業事業所に対する加入事業所が5％程度、対象の中小企業勤労
者に対する会員が3％程度と低いことから、効果的・効率的な事業実施方法を
検討していく。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

事 業 の

成 果

会員の増加は福利厚生サービスを受ける機会を有する勤労者の増加であり、そのことが区内中小企業の人材の確
保・定着に寄与するため。

改善・見直しのうえ継続



補 助 金

名 称

根拠法令

補助概要

目 的

対 象

基 準

補助条件

議会質問

の状況

その他

特記事項

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度

37,395 37,425 35,425 35,415 35,913 36,003

34,807 35,626 33,997 34,917 34,280 36,003

34,807 35,626 33,997 34,917 34,280 36,003

93.1% 95.2% 96.0% 98.6% 95.5% 100.0%

公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンターは区内中小企業を母体とした法人で
あり、スケールメリットを生かした効果的・効率的な事業運営が可能なことから、運
営費等の一部を補助している。

区独自基準

公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンター補助金 主管課・係（担当）

公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンター補助金交付要綱 経営支援課経営支援担当

03-5608-6184

公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンターに補助金を交付することにより、区内中小企業勤労者の福利厚
生の向上を図り、区内中小企業の人材の確保・定着をもって地域産業の活性化に寄与することを目的とする。

公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンター

・区内中小企業勤労者への福利厚生事業の実施

［昭和63年10月～平成14年8月］　墨田区勤労者共済会への補助
［平成14年9月～平成24年3月］　社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンターへの補助
［平成25年4月～］　公益社団法人墨田区勤労者福祉サービスセンターへの補助

［平成24年予特］墨田区勤労者福祉サービスセンターの今後のあり方（民間委託、広域化、廃止等）について

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
［港区］直営（民間委託）
［豊島・北・荒川・杉並区］広域連携（一般財団法人東京広域勤労者サービスセンター）
［江戸川区］勤労者福祉サービスセンター未設置

終了予定

都

その他

一般財源

執行率（％）

経　過

開始年度 昭和63年度

財源

予算・決算額推移（千円）

予算額（事業費）

決算額（令和元年度は見込み）

国



単　位 所

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 880 880 880 880

実績 846 816 795

R2 R3 R4 R5 R6 R7

930 930 930 980 980 980

単　位 人

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 3,700 3,700 3,700 3,800

実績 3,375 3,349 3,311

R2 R3 R4 R5 R6 R7

3,800 3,800 3,900 3,900 3,900 4,000

課題・問題点

区内の中小企業事業所数や業種の変化、勤労者の生活スタイルやニーズの多種多様化など、社会を取り巻く環
境が大きく変化してきていることから、勤労者福祉事業を抜本的に見直す。

指標の選定理由及び目標値の理由

会員の増加は福利厚生サービスを受ける機会を有する勤労者の増加であり、そのことが区内中小企業
の人材の確保・定着に寄与するため。

4,000 令和7年度

目標

実績

評価結果

目 的 に

対する指標

(成果指標)

指　標 会員数

最終目標値

改善・見直しのうえ継続

評価についての説明・今後の方向性等

対象の中小企業事業所に対する加入事業所が5％程度、対象の中小企業勤労者に対する会員
が3％程度と低いことから、効果的・効率的な事業実施方法を検討していく。

補助金の

成果

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指　標 加入事業所数

最終目標値

980 令和7年度

目標

実績

勤労者への福利厚生サービスの提供は、その勤労者が所属する事業所の加入が必要であるため。

指標の選定理由及び目標値の理由



施 策 331

事 業 名

根拠法令

関連計画

実施基準 実施方法 直営

事業内容

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度

69 69 50 50 50 50

47 44 41 41 33 50

47 44 41 41 33 50

68.1% 63.8% 82.0% 82.0% 66.0% 100.0%

節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

役務費 1 役務費 郵送料 2 役務費 郵送料 2

負担金補助・交付金 40 負担金補助・交付金 補助金 31 負担金補助・交付金 補助金 48

部内優先順位

6

・上記要綱は3年間の時限的要綱として制定されたため、上記年月日以降3年ごとに要綱の更新を行い、30年強の期
間継続してきた。平成23年4月1日適用の要綱改正により、時限的要綱としてではなく、永年の要綱として改正を行っ
た。

墨田区家内労働者労災保険特別加入促進補助金交付要綱（昭和56年5月30日付56墨地商発第219号、昭和56年4月
1日適用）

・該当する団体へ書類発送（１月初旬）
・補助金申請にかかる承認、支出処理
・その他東京都、厚生労働省東京労働局などからの調査依頼・回答など

開始年度 昭和56年度

経 過

区独自基準

終了予定

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
事業の評価は低いが、組合等からの要求が強いことなどの理由により、事業廃止に至らないことが多い。

予算・決算額推移（千円）

予算現額（事業費）

郵送料

平成２９年度（決算）

概要

平成３０年度（決算） 令和元年度（予算）

誰もが能力を発揮できるよう就労支援を展開する

家内労働者労災保険特別加入促進補助金

執行率（％）

一般財源

都

その他

財 源

予算・決算の内訳（単位：千円）

目 的

補助金

決算額（令和元年度は見込み）

国

対 象 者 区内の家内労働者

墨田区内の家内労働者に対し、労災保険への特別加入に要する保険料の一部を補助
することにより、当該加入を促進し、家内労働者の生活安定と福祉向上を図ることを目的
とする。

人員体制・委託先 常勤2

主管課・係（担当）

経営支援課経営支援担当

03-5608-6184



指　標 単　位 団体

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 5 5 5 5

実績 5 5 5

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 5 5 5 5 5 5

実績

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 24 24 24 24

実績 23 23 18

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 24 24 24 24 24 24

実績

家内労働者の労災保険への加入を促進し、勤労者福祉を向上させるため。

加入者及び申請者は年々減少傾向にある。

手 段 に

対する指標

( 活動指標 )

申請団体数

5 7

課題・問題点

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

ここ数年、申請団体が減少傾向にある一方で、家内労働者にとって労災保険は必要性が高いことから減少を食い止め
る必要があるため。

目 的 に

対する指標

( 成果指標 )

交付決定者数

30 7

指標の選定理由及び目標値の理由

当事業の受け皿が見いだせない以上は、現状維持が望ましいと判断する。現状維持



補 助 金

名 称

根拠法令

補助概要

目 的

対 象

基 準

補助条件

議会質問

の状況

その他

特記事項

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度

69 69 50 50 50 50

47 44 41 41 33 50

47 44 41 41 33 50

68.1% 63.8% 82.0% 82.0% 66.0% 100.0%

一般財源

執行率（％）

経　過

開始年度 昭和56年度

財源

予算・決算額推移（千円）

予算額（事業費）

決算額（令和元年度は見込み）

国

都

その他

(1) 要綱の適用の日以後に特別加入した者であって、保険料を納付したものであること。
(2) 墨田区内に住所を有する者であること。

要綱：墨田区家内労働者労災保険特別加入促進補助金交付要綱（昭和56年5月30日付56墨地商発第219号、昭和56年4月1日適
用）
・上記要綱は3年間の期限付きの要綱として制定されたため、上記年月日以降3年ごとに要綱の更新を行い、30年強の期間継続
してきた。平成23年4月1日適用の要綱改正により、期限付きの要綱としてではなく、更新の必要がない継続的な要綱として改
正を行った。

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）

終了予定

墨田区内の家内労働者に対し、労災保険への特別加入に要する保険料の一部を補助

区独自基準

墨田区家内労働者労災保険特別加入促進補助金 主管課・係（担当）

墨田区家内労働者労災保険特別加入促進補助金交付要綱 経営支援課経営支援担当

03-5608-6184

墨田区内の家内労働者に対し、労災保険への特別加入に要する保険料の一部を補助することにより、当該加入を促進し、家内
労働者の生活安定と福祉向上を図ることを目的とする。

区内の家内労働者



単　位 団体

目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 5 5 5 5

実績 5 5 5

R2 R3 R4 R5 R6 R7

5 5 5 5 5 5

単　位 人

目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 24 24 24 24

実績 23 23 18

R2 R3 R4 R5 R6 R7

24 24 24 24 24 24

当事業の受け皿が見いだせない以上は、現状維持が望ましいと判断する。

補助金の

成果

目標

指標の選定理由及び目標値の理由

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指　標 申請団体数

最終目標値

5 7

ここ数年、申請団体が減少傾向にある一方で、家内労働者にとって労災保険は必要性が高いことから減少を食い止める
必要があるため。

実績

加入者及び申請者は年々減少傾向にある。

指標の選定理由及び目標値の理由

24 7

目標

実績

評価結果

現状維持

評価についての説明・今後の方向性等

目 的 に

対する指標

(成果指標)

指　標 交付決定者数

最終目標値

家内労働者の労災保険への加入を促進し、勤労者福祉を向上させるため。

課題・問題点


